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社会基盤施設の維持管理業務では，部材の点検・評価を行う最小単位（以下，点検単位）と，その結果を受
けて補修を実施する最小単位（以下，補修単位）が異なる場合がある．本研究では，点検単位で獲得された複
数個の健全度に基づき，補修単位の劣化状態を評価するための集計的劣化過程モデルを提案する．具体的には，
点検単位での施設の劣化過程をマルコフ連鎖モデルを用いて表し，補修単位内の健全度のパターンの生起確率
を多項分布で表現した確率過程モデルを提案する．これにより，点検単位の情報を補修単位に集計化する際の
情報の欠損を防ぎつつ，補修単位でのリスク管理指標を定義し，点検単位数を考慮した補修単位での相対的劣
化評価を行うことが可能となる．最後に，実際の高速道路 RC床版を対象とした実証分析を行う．

Key Words : comprehensive deterioration evaluation, deterioration modeling, Markov chain, multi-
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1. はじめに

現在，東日本高速道路株式会社，中日本高速道路株式

会社，西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO 3社）

が管理する高速道路の橋梁の総延長は約 1,200kmに到

達している．2012年末に供用後 30年以上が経過した

橋梁の総延長が全体の約 4割に達し，経年に伴う老朽

化が顕在化してきている．NEXCO 3社は，道路利用

者に対して安全かつ快適な道路サービスを提供するこ

とを目的として，橋梁の主要部材である RC床版を対

象に大規模更新（本研究では，2.(2)で詳述するような

RC床版のスパンとパネル構成を想定し，スパン内の全

てのパネルの一括更新を大規模更新と称する）を検討

している．RC床版の大規模更新費用やそれに伴う通行

規制を考慮した場合，RC床版の効率的な大規模更新計

画の立案が重要となる．NEXCO 3社では，現時点に

おける床版の損傷度に基づき大規模更新の優先順位付

けを実施している 1)．なお，大規模更新という用語に

関しては，管理者によって大規模補修，大規模修繕な

ど異なる用語を用いる場合がある．

従来，NEXCO 3社では，RC床版を維持管理する上

で，点検を通してその損傷度を評価し，補修の要否に

関する意思決定を行ってきた．しかし，その際，点検

を通して損傷度評価がなされる（点検データが観測さ

れる）単位（以下，点検単位）と，その結果を受けて

補修を実施する最小単位（以下，補修単位）が異なる

場合がある．本研究では 1つの補修単位が複数の点検

単位により構成されているような場合を考える．すな

わち，本研究で着目する橋梁 RC床版は 1スパンが複

数のパネルで構成され，点検はパネル単位（点検単位）

で，補修はスパン単位（補修単位）で実施される．こ

のように点検単位と補修単位に相違がある場合，点検

単位で記録された点検データを集計し，補修単位で代

表値化された損傷度を用いて，補修単位の劣化過程を

予測し，意思決定を行うことになる．しかし，代表値

化された損傷度には点検単位で獲得された詳細な情報

の大半が含まれておらず，補修単位の損傷度を適切に

表現できているとは言い難い．点検単位で獲得された

情報を最大限に利用するためには，それらを代表値化

するのではなく，補修単位に含まれる全ての点検単位

の劣化過程を予測し，その結果を用いて補修単位の劣

化過程を予測する必要がある．

以上の問題意識の下で，本研究では RC床版の劣化

総合評価のための集計的劣化過程モデルを提案する．具
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体的には，パネル単位で離散的な損傷度（以下，パネル

健全度）が観測された場合を対象に，スパン内のパネル

健全度ごとのパネル数の時間的推移を確率過程モデル

により表現する．はじめに，マルコフ劣化ハザードモ

デルを用いてパネル単位の劣化過程を推定し，推定し

たマルコフ推移確率を用いて，任意の時点のスパン単

位での複数個の健全度の同時生起確率を多項分布で表

現した確率過程モデルを集計的劣化過程モデルとして

提案する．さらに，集計的劣化過程モデルに基づき設

定されたリスク管理指標をもとに，スパン単位での優

先順位付けに資する情報を提供する．以下，2.で本研

究の基本的な考え方を述べる．3.で劣化予測モデルを

説明する．4.で劣化総合評価のための集計的劣化過程

モデルを定式化し，同モデルを用いて定義されたリス

ク管理指標に基づいた相対的劣化評価手法を提案する．

5.で実在の RC床版の点検データを用いたマルコフ連

鎖モデルの推定結果を示す．最後に，6.では，リスク

管理指標に基づきスパンの劣化状態を相対評価するこ

とにより，本研究で提案する方法論の有用性を示す．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 既往研究の概要

a) 劣化予測モデル

社会基盤施設の劣化予測手法は，力学的手法 2)−5)，

統計的手法など多岐に亘り存在する．本研究では，点検

データを用いた統計的劣化予測手法を採用するが，統

計的劣化予測手法に関しても多様な劣化予測モデルが

提案されている 6)−12)．とりわけ，マルコフ推移確率

を推定するにあたり，複数の指数ハザードモデルを用

いた多段階指数劣化ハザードモデル（マルコフ劣化ハ

ザードモデル）13)の開発により，マルコフ推移確率の

非集計的な推定が可能となり，推定に用いることので

きる点検データ数が増加し，推定精度が飛躍的に向上

した．さらに，混合確率モデルや隠れマルコフモデル

の考え方を統計的劣化予測モデルに応用し，ミクロな

単位（例えば，プロジェクトレベル）での劣化予測を

可能にした既往研究や，より高精度な劣化予測を実現

した既往研究も蓄積されつつある 14)−25)．本研究でも

これら既往研究の考え方を踏襲し，統計的劣化予測モ

デルを用いた方法論を展開する．

b) 劣化状態の総合評価

社会基盤施設の総合的劣化評価に関しても様々な研

究が蓄積されている．例えば，和泉・藤野 27)は，維持

管理の効率化を主眼として複数の道路区間を含む補修

候補区間をゾーニングする考えに触れており，その際，

補修候補区間の劣化指標としては，点検結果を所与と

したときに一意に決定されたものを用いている．さら

に，コンピュータ・グラフィクスと数量化理論，サポー

トベクターマシン，クラスター分析などを用いて，補

修単位で獲得された複数個の健全度指標を単一の指標

に総合化する研究 28)−30)も存在する．これらの既往研

究は，複数の健全度指標が獲得される補修単位のデー

タを数多く集め，それらの補修単位の中での相対評価

により点検・補修の優先順位付けを行うという考え方

に基づいている．しかし，このような方法論は，複数の

健全度指標を補修単位で単一の指標に総合化する際に，

個々の健全度が持つ情報が欠損してしまうという問題

が生じる．NEXCO 3社においても，補修単位の劣化状

況を評価する際に，単一の指標に総合化しているため，

点検単位の健全度が持つ情報を欠損してしまう．そこ

で，本研究では点検単位の情報を最大限活用した上で，

補修単位の劣化状況を評価できる方法論を提案する．

本研究では，補修単位内における全ての点検単位を

対象に，それらの健全度パターン（補修単位内の健全

度ごとの点検単位数．RC床版の例を挙げると，「健全

度 1：10パネル，健全度 2：5パネル，健全度 3：3パ

ネル，健全度 4：2パネル」など．詳細は，2.(3)以降

で説明．）の時間的推移をモデル化する方法論を提案す

る．これにより，複数個の健全度のパターンを社会基

盤施設の管理者が指定し，任意の時刻での任意の健全

度パターンの生起確率をリスク管理指標として設定で

きる．本研究で提案する総合評価手法の利点は，1）上

述の情報欠損を防止した上で，2）健全度指標の時間的

推移を考慮することができることにある．このように，

社会基盤施設のアセットマネジメントにおいて，複数

個の健全度のパターンそのものの時間的推移を確率過

程としてモデル化した研究は，著者等の知る限り過去

には存在しない．1）により，従来の評価指標では同一

評価であったとしても，床版の劣化が局所的に深刻な

損傷に起因するものであるのか，全域的に軽微な損傷

に起因するものであるのかの判断が可能となり，適切

な補修工法の選択を支援することが可能となる．一方

で，2）を通して，時間経過に伴う優先順位の逆転を表

現することが可能となる．一般的に橋梁のような社会

基盤施設の大規模更新計画を立案するときには，複数

年単位で計画を立案することが多い．NEXCO 3社に

おいても現時点では第 1期 15カ年計画が作成されてい

るが，第 1期で選定される床版はすでに深刻な損傷が

顕在化しているものが含まれるために，本研究で提案

する評価手法を用いずとも実態に則した大規模更新計

画を立案することが可能である．しかし，今後第 2期，

第 3期計画を立案する際には，その時点のみならず，次

期計画作成時点を見越した上で，更新優先順位の逆転

を考慮した計画立案が重要となる．

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 73, No. 3, 50-69, 2017.

51



図–1 RC床版の構成

表–1 RC床版のパネル判定基準 33)

健全度 判定 パネルの状況 判定の基準

4

A
一般部

ひび割れ・遊離石灰が二方向に発生しており，

劣化が著しい．

両方ともその間隔が 50cm以下で，かつ，遊離石灰が

緊急な補修が必要．

泥水，錆汁で変色している．
また，「B」でその進行が早いもの．
浮き・剥離，鉄筋露出等が径 50cmの範囲にある．

目地部
施工目地において，ひび割れ・遊離石灰が，
泥水，錆汁で変色している．

B
一般部

ひび割れ・遊離石灰が二方向に発生しており，
両方ともその間隔が 50cm以下で，その色が白いもの．
また，「C」でその進行が早いもの． 劣化が大きい．
浮き・剥離，鉄筋露出等が径 10～50cmの範囲にある． 早急な補修が必要．

目地部
施工目地において，ひび割れ・遊離石灰が発生
しており，その色が白いもの．

3 C

ひび割れ・遊離石灰が二方向に発生しており，いずれかの

劣化が大きくなりつつある．

方向の間隔が 50cm以上となっている（亀甲状となっていない，

適切な時期に補修が必要．

またはその間隔が大きい）．
遊離石灰を伴わないひび割れが二方向に発生しており，
両方ともその間隔が 50cm以下となっている．
また，「D」でその進行が早いもの．
浮き・剥離，鉄筋露出等が径 10cm以下の範囲にある．

2 D
ひび割れ・遊離石灰が一方向に発生している． 劣化は小さい．
遊離石灰を伴わないひび割れが二方向に発生している． 定期的な点検が必要．

1 E 遊離石灰および二方向のひび割れが認められない．

(2) RC床版の構成と評価単位

図–1 に本研究で想定する RC 床版の模式図を示す．

同図の青色網掛け部分を本研究ではスパンと呼び，ス

パンは隣接する橋脚間の上下線単位を構成単位とし，1

つのスパンは複数のパネル（赤色網掛け部分）で構成さ

れる．いま，個々のパネルを点検単位，1スパンを補修

単位とし，1スパンが複数のパネルで構成されているよ

うな高速道路橋 RC床版を考える．このような RC床

版に対して，点検を通して個々のパネルの健全度が点

検日ととも記録される．また同時に，スパン内の個々の

パネルの健全度の最大値，あるいは個々の健全度がス

パン全体に占める割合に応じた損傷度が，代表値化さ

れたスパンの損傷度として記録される．従来，この代

表値化されたスパンの損傷度を用いた劣化予測，およ

び劣化評価が実施されており，本研究で用いるマルコ

フ劣化ハザードモデルを適用した劣化予測事例も存在

する 31),32)．しかし，代表値化されたスパンの損傷度を

用いた劣化予測手法では，スパン内の個々のパネルの

詳細な劣化状況を十分に把握することが困難になって

しまう．実際の RC床版の維持管理問題を考えた場合，

個々のパネルの健全度情報をできる限り考慮し，意思

決定を行うことが望ましい．そこで，本研究では，個々

のパネル（点検単位）のデータを直接用いて劣化評価

を行うための方法論を提案する．具体的には，マルコ

フ劣化ハザードモデルと多項分布を用いた確率過程モ

デルにより，任意の時刻でのスパン内のパネル単位で

の劣化状態を確率分布として表現するための集計的劣

化過程モデルを提案する．

(3) 観測対象となる劣化事象と劣化評価の代表値問題

現在，NEXCO 3社において，パネルの劣化状況は

表–1に示す離散的な指標で評価される．判定 Eは損傷

が無い状態，以降，判定D，C，B，Aの順に劣化の進

展状況が評価されている．以下では，数学的表記の都合

と本研究の目的（スパン単位で優先順位の細分化）を

考慮し，判定 Eを健全度 1，判定 Dを健全度 2，判定

Cを健全度 3と再定義し，実務者の意見を参考に判定

Bと Aを健全度 4に統合して，健全度 4を管理限界と
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表–2 RC床版のスパン判定基準 33)

損傷度 スパンの状況 補修実施の判断

V
スパン内にパネル健全度 4

早急に更新
以上の損傷が 40%以上

VI
スパン内にパネル健全度 4

早期の更新
以上の損傷が 30%以上

III
スパン内にパネル健全度 2

近い将来に更新
以上の損傷が 40%以上

II
スパン内にパネル健全度 2

予防保全
以上の損傷が 30%以上

I
スパン内にパネル健全度 2

予防保全
以上の損傷が 30%未満

図–2 パネルのひび割れの判定

考える．なお，表–1内の「目地部」とは，RC床版打

設の際の打継目が存在するパネルを意味し，本研究で

は「打継部」と呼ぶこととする．また，NEXCO 3社の

現行の管理体制では，表–2に示したスパンの判定基準

に基づき，スパンの損傷度をスパン内のパネルの健全

度の分布によって代表値化し，劣化予測などを行って

いる．さらに，図–2には，RC床版の主要な損傷であ

るひび割れに着目し，ひび割れの進展状況と健全度判

定の対応関係を模式的に示している．同図から，パネ

ルの劣化状態が判定 B（健全度 4）に到達すると，RC

床版の浮き・剥離が発生しやすくなるであろうことが

わかる．なお，本研究では，パネルごとに獲得される

健全度がひび割れ，遊離石灰など，いずれの損傷項目

を用いた判定であるかという情報は，理論の煩雑化を

避けるために利用せず，損傷項目ごとの劣化評価につ

いては今後の検討課題とする．

ここで，代表値問題を説明するために，図–3に示す

2つのスパンの相対評価問題を考える．スパンA，Bと

もに，18パネルで構成されているとする．同図では，あ

る時刻（現在）において，2つのスパンに対し，パネル

単位で点検が実施された点検結果を示している．さら

に，議論を簡潔に進めるため，ひとまず点検時刻から 5

年後の各スパンのパネル単位の健全度が確定的に与え

られた状況を考える．両スパンの劣化過程は同一のマ

ルコフ推移確率に従うと考え，図–3では，スパン内の

各健全度の個数がマルコフ推移確率に従って推移した

ときの期待値を取る場合を示している．ただし，これ

らの現実の劣化過程には，不確実性が介在し，本研究

においても，3.以降では，点検データより推定された

マルコフ推移確率を用いて劣化過程を確率過程として

表現する．この状況で，現在の 2スパン（図–3上方の

2スパン）に対し，どちらのスパンを優先的に補修・更

新すべきか，という問題を考える．これらのスパンの

劣化状況を相対評価するには，まず，評価対象とする劣

化事象を決める必要がある．図–3において，現在，ス

パンAでは，健全度 1のパネル数はスパン Bより多い

ものの，健全度 3に到達したパネルが 2つ存在する．一

方，スパン Bでは，スパン内の半数のパネルが健全度

2に到達しているが，健全度 3に到達したパネルは存在

しない．例えば，RC床版下面コンクリートの剥離・剥

落に着目した場合，図–2で示したように健全度 4に達

するとひび割れの網細化に起因した剥離・剥落の発生

確率が急増するであろうことを考慮すると，5年後に健

全度 4のパネルが発生するスパン Aを優先的に補修・

更新することが望ましい．この場合，選択されたスパ

ンに対しては，剥離・剥落の予防のために，定期点検に

おいて，たたき点検や落下防止ネットの設置などを行

う必要がある．一方で，特に合成桁においては，スパ

ン内のパネルの全域的な健全度低下により，RC床版内

部の鉄筋が腐食し，橋梁自体の設計耐力が満足されな

くなる可能性がある．このような劣化事象に着目した

場合には，局所的に劣化の進展しているスパン Aでは

なく，個々のパネルの劣化の程度は小さくとも，スパン

内のパネルの劣化が全域的に進展しているスパン Bを

優先的に補修・更新することが望ましい．合成桁にお

けるスパン内のパネルの全域的な健全度低下に対して

は，増桁，床版増厚，床版打ち替えなど，路上の交通規

制を伴うような補修を実施しなければならない．この

ように，スパンごとに補修・更新箇所の抽出を行う場

合でも，スパン内のパネル単位での健全度パターンに

よって行うべき補修・更新の種類が異なる．RC床版の

補修・更新の優先順位の決定問題に関して，対象とす

る劣化事象と補修・更新工法は，力学的または物理・化

学的メカニズムも考慮し決定しなければならない．そ

のため，従来のように，代表値化されたスパンの損傷

度のみを用いて劣化評価を行った場合，対象とする劣

化事象によっては，当該劣化事象に対する劣化状態を

正確に把握できないような問題（以下，代表値問題と

呼ぶ）が生じる．例えば，表–2に示されるスパンの損

傷度のような，スパン内の全てのパネルの健全度の占

有率に基づいて代表値化されたスパンの損傷度を用い

て劣化予測を行った場合，スパン内に健全度の低いパ

ネルが全域的に広がっているか，あるいは健全度の高

いパネルが局所的に存在するか，という議論は軽視さ

れてしまう．また，コンクリートの打継部か一般部か，

などの劣化過程の異なるパネルの情報も欠損する．以

上のような代表値問題を解消するためには，スパン内
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図–3 スパンの相対的劣化評価

図–4 スパンの補修優先順位の逆転

の全てのパネルの健全度のパターンが重要となる．さ

らに，任意の時刻においてパネルの健全度パターンを

把握するためには，各パネルの健全度ごとの劣化過程

を考慮する必要がある．また，同一のスパン内のパネ

ルでもそのパネルの特性に応じて，劣化過程が異なる

場合も存在する．これらのことを考慮し，本研究では，

個々のパネルの劣化過程モデルを内包し，スパン内の

パネルの健全度パターンの推移過程を確率過程として

表現した集計的劣化過程モデルを提案する．

さらに，図–4のように，表–2に示す現行のスパン判

定データ（損傷度）のみを用いた場合には，補修優先順

位が時間経過に伴い逆転する事例を正確に評価できな

い場合がある．現在時点で，局所的損傷度の高いスパ

ン Aと，それとは逆に全域的に低い損傷が広がるスパ

ンBを想定する．表–2に基づきそれぞれのスパン判定

を評価すると，スパン Aはスパン判定 II，スパン Bは

スパン判定 IIIとなる．そのため，スパン判定に基づき

補修優先順位を決定すると，現在時点では，スパン B

の優先順位がスパンAよりも高い．しかし，図–3と同

様に，スパンAとスパン Bの両スパンにおけるパネル

の劣化過程が図の下に示すマルコフ推移確率に従うと

考え，スパン内の各パネル健全度の個数が期待値を取

るとした場合，図–4の下段に示すように，現在時点と

将来時点では，スパン判定に基づく補修優先順位が逆

転する．NEXCO 3社では損傷度の高いスパンから順

に大規模更新を実施する計画を立案している 1)．具体

的には，現在のスパン判定に基づき，実施期間を 15年

ごとに 3期（第 1期：2016年度から 2030年度末までに

実施，第 2期：2031年度から 2045年度末までに実施，

第 3期：2046年度以降に実施）に分類している．この

計画は現在のスパン判定に基づいた考え方により策定

されている．さらに，同一実施時期内での大規模更新

優先順位の細分化の必要性も指摘されている 1)．しか

し，従来のスパン判定のみを用いた劣化予測手法では，

このような補修優先順位の逆転を正しく評価すること

はできない．以上の観点からも，複数のパネルの劣化

予測結果をスパン判定に事後的に集約し，スパン単位

での劣化状態を評価する方法論には有用性がある．

(4) 方法論の概要

本研究で提案する方法論の概要を，2.(2)で述べたよ

うなスパン判定に基づく従来の手法 31),32) と対比させ

ながら図–5に示す．なお，同図では，提案方法論のフ

ローを明確に示すために，ここまで文中で未定義の変数

を一部用いているがそれらの詳細は 4.を参照されたい．

2 種類の方法論（従来の方法論と本研究で提案する

方法論）において，点検単位のパネル健全度データを

インプットとして用いるという点は共通している．し

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 73, No. 3, 50-69, 2017.

54



図–5 劣化評価と補修優先順位付けのフロー（従来の方法論と提案する方法論との比較）

かしながら，従来の方法論ではパネル健全度データを

スパン判定基準に基づきスパン判定データに集計した

のちに統計的劣化予測を行うのに対し，提案方法論で

はパネル健全度データを直接用いて点検単位での統計

的劣化予測を行う．これにより，パネル健全度データ

をスパン判定データに集計する際の情報の欠損を防ぎ，

劣化過程を推定することが可能となる．なお，劣化過

程を推定する際，現在の劣化に関する情報のみではな

く，過去の劣化に関する情報を加味した上で補修計画

を立案してゆくことが望ましいという前提に立ってい

る．本研究で対象とする RC床版の場合には，現在の

スパン判定結果のみを用いて補修優先順位を決定する

ことも可能であるが，過去の劣化情報を加味しない場

合，利用可能な情報を統計的な劣化予測モデルにより

最大限に用いた場合と異なり，劣化の進展速度を評価

することができない．その結果，劣化過程を適切に予

測できないままに補修計画を立案することとなり，十

分な説明責任を果たすことが困難になる．したがって，

本方法論においては，マルコフ劣化ハザードモデルに

代表される劣化予測モデルを用いて劣化過程を推定し

ている．

次に，推定されたモデルを用いて補修優先順位を決

定することを考える．従来の方法論では，現在の個々の

スパンのスパン判定に基づき，スパン判定の時間的推

移を表すマルコフ劣化ハザードモデルを用いて将来の

スパン判定が予測され，補修優先順位が決定されてい

た．しかしながら，このような方法論では，現在，健

全度パターンが異なるにも関わらずスパン判定が同一

であり，特性変数も共通の値を取る複数のスパン間で

は，補修の優先順位を決定することができない．一方

で，提案方法論においては，スパン判定ではなく健全

度パターンの時間的推移がモデル化されるため，同一

のスパン判定を持つスパン間においてもそれらのパネ

ル単位での健全度パターンの相違に応じて細分化され

た補修の優先順位付けを行うことが可能となる．さら

に，提案方法論では，リスク事象を劣化予測モデル推

定後にインプットとして与えるため，劣化予測モデル

を再度推定することなく，多様なリスク事象を想定し

て補修の優先順位付けを行うことが可能となる．なお，

図–5には，4.で定式化する集計的劣化過程モデルの概

要もサブプロセスとして示しているので適宜参照され

たい．

3. マルコフ劣化ハザードモデル

(1) モデル化の前提条件

社会基盤施設の劣化過程をマルコフ連鎖モデルを用

いて表現する．いま，2つの時刻間における健全度の推

移状態をマルコフ推移確率で表現する．時刻 τAにおけ

る健全度を状態変数 h(τA)を用いて表す．時刻 τAにお
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ける健全度が i (i = 1, · · · , I)であれば h(τA) = iと表

せる．マルコフ推移確率は，時刻 τAで観測された健全

度 h(τA) = iを与件とし，将来時点（例えば τB）にお

いて健全度 h(τB) = j が生起する条件付推移確率とし

て定義される．すなわち，

Prob[h(τB) = j|h(τA) = i] = πij (1)

と表せる．このような推移確率を健全度ペア (i, j)に対

して求めれば，マルコフ推移確率行列

Π =


π11 · · · π1I
...

. . .
...

0 · · · πII

 (2)

を定義できる．マルコフ推移確率 (1)は所与の 2時点

τA，τB の間において生じる健全度間の推移確率を示し

たものである．当然のことながら，対象とする点検間

隔が異なれば推移確率の値は異なる．補修がない限り

常に劣化が進行するので，πij = 0 (i > j)が成立する．

また，推移確率の定義より
∑I

j=i πij = 1が成立する．

すなわち，マルコフ推移確率に関して

πij ≥ 0 (i, j = 1, · · · , I)
πij = 0 (i > j のとき)∑I

j=i πij = 1

 (3)

が成立しなければならない．状態 I は，補修のない限

りマルコフ連鎖における吸収状態であり，πII = 1が成

立する．なお，マルコフ推移確率は過去の劣化履歴と

は独立して定義される．マルコフ劣化ハザードモデル

では，健全度が i− 1から iに推移した時刻に関わらず，

点検時刻 τAから点検時刻 τB の間に推移する確率は時

刻 τAにおける健全度のみに依存するという性質（マル

コフ性）を満足する．

(2) マルコフ劣化ハザードモデル

マルコフ推移確率は，マルコフ劣化ハザードモデル

を用いて推定できる．同モデルの詳細は参考文献 13)に

詳しいが，読者の便宜を図るためモデルの概要を説明

しておく．いま，健全度 i (i = 1, · · · , I − 1)の寿命を

確率変数 ζi で表す．健全度 iの寿命が，確率密度関数

fi(ζi)，分布関数 Fi(ζi)に従うと仮定する．ここで，健

全度が変化した時刻 τi (i = 0, · · · , I − 2)を起点とする

時間軸（以下，サンプル時間軸と呼ぶ）を考える．健

全度 iのサンプル時間軸上で，カレンダー時刻 τi−1 か

らの経過時間を yiと表記する．定義より，時刻 τi−1で

は yi = 0となる．ここで，時刻 τi−1に健全度が iとな

り，そこから時間 yiが経過した時刻において健全度が

i+1に変化する確率密度をハザード関数 λi(yi)を用い

て表現する 34),35)．ハザード関数は，健全度が iとなっ

た時刻から，時間 yi が過ぎる間，健全度が iのまま継

続する生存確率 F̃i(yi)を用いて，

λi(yi)∆yi =
fi(yi)∆yi

F̃i(yi)
(4)

と表せる．すなわち，ハザード関数 λi(yi)は，初期時刻

τi−1 (yi = 0)から時間 yi が経過するまで健全度 iの状

態が継続したという条件の下で，期間 [yi, yi +∆yi)中

に健全度 i+1に進展する条件付確率である．ハザード

関数が経過時間 yiに依存せず，常に一定値 λi > 0(i =

1, · · · , I − 1)をとる場合，指数ハザード関数

λi(yi) = λi (5)

が成立する．指数ハザード関数を用いることにより，劣

化過程が過去の履歴に依存しないというマルコフ性を

表現できる．さらに，指数ハザード関数を用いれば，健

全度 iの寿命が yi 以上となる確率 F̃i(yi)は，

F̃i(yi) = exp(−λiyi) (6)

と表現できる．

さらに，カレンダー時刻 τA の点検の結果，健全度

が iと判断されたとする．その後，時刻 τAから追加的

に期間 z(≥ 0)以上にわたって健全度 iが継続する確率

F̃i(τA + z|ζi ≥ τA)は，

F̃i(τA + z|ζi ≥ τA) = Prob{ζi ≥ τA + z|ζi ≥ τA}

=
exp{−λi(τA + z)}

exp(−λiτA)
= exp(−λiz) (7)

と表される．すなわち，点検時刻 τAにおいて健全度が

iと判定され，次の点検時刻 τB = τA + zにおいても健

全度が iと判定される確率は，

Prob[h(τB) = i|h(τA) = i] = exp(−λiz) (8)

となる．ただし，zは 2つの点検時刻の間隔を表す．確率

Prob[h(τB) = i|h(τA) = i]はマルコフ推移確率 πii(z)

にほかならない．指数ハザードを用いた場合，推移確

率 πii(z)はハザード関数 λiと点検間隔 zのみに依存し，

時刻 τA，τBに関する情報を用いなくとも推移確率を推

定することが可能となる．以上の議論を拡張し，指数

ハザード関数を用いて，点検時刻 τAと τB = τA + zの

間で健全度が iから j (> i)に推移するマルコフ推移確

率 πij(z) (i = 1, · · · , I − 1; j = i, · · · , I)は，

πij(z) = Prob[h(τB) = j|h(τA) = i]

=

j∑
m=i

m−1∏
s=i

λs
λs − λm

j−1∏
s=m

λs
λs+1 − λm

exp(−λmz)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I) (9)

と表すことができる 13)．ただし，表記上の規則として，{ ∏m−1
s=i

λs

λs−λm
= 1 (m = iのとき）∏j−1

s=m
λs

λs+1−λm
= 1 (m = j のとき）
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が成立すると考える．さらに，表記の便宜上，
j−1∏

s=i,̸=m

λs
λs − λm

exp(−λmz)

=
m−1∏
s=i

λs
λs − λm

j−1∏
s=m

λs
λs+1 − λm

exp(−λmz)

と簡略化する．また，πiI に関しては，マルコフ推移確

率の条件より次式で表せる．

πiI(z) = 1−
I−1∑
j=i

πij(z) (i = 1, · · · , I − 1) (10)

これらのマルコフ推移確率行列は時間的整合性条件

Π(nz) = {Π(z)}n (11)

を満足する 13)．ただし，nは整数である．

マルコフ劣化ハザードモデルを用いることにより，ア

セットマネジメントのためのリスク管理指標を導出で

きる．当該健全度にはじめて到達した時点から，劣化

が進展して次の健全度に進むまでの期待期間長（以下，

期待寿命と呼ぶ）は，生存関数 F̃i(yi)を用いて

RMDi =

∫ ∞

0

F̃i(yi)dyi (12)

と表される 34)．ここで，指数ハザード関数を用いた生

存関数 F̃i(yi)が式 (6)で表されることに留意すれば，期

待寿命は次式で表される．

RMDi =

∫ ∞

0

exp(−λiyi)dyi =
1

λi
(13)

式 (13)を用いることにより，初期時点からの経過時間

と社会基盤施設の平均的な健全度との対応関係を求め

ることができる．

なお，マルコフ劣化ハザードモデルにおいては，個々

の健全度におけるハザード率が時間的に一定であると

仮定し，それによって導出された推移確率行列を用いて

表現される多段階の健全度の時間的推移がマルコフ性

を満足するという性質を利用してマルコフ推移確率行

列が定式化される．本研究においても，RC床版の個々

のパネル単位での劣化過程はマルコフ劣化ハザードモ

デルにより表現できると仮定する．これにより，以下

で定式化する集計的劣化過程モデルにおいて，時間依

存型のハザードモデル 36)や非斉次な確率過程モデルを

用いた場合と比べ，定式化の煩雑さを軽減することが

できる．一方で，社会基盤施設の劣化過程のモデル化

において，マルコフ連鎖モデルの実務での適用事例は

その簡便性（例えば，時間依存型の劣化過程モデルを

用いる場合には，供用開始年などの過去のデータが必

須であるが，マルコフ連鎖モデルではその必要はない）

も相まって多数あるものの 37),38)，マルコフ性の妥当性

に関して，対象とする社会基盤施設の種類や特性を限

定せずに普遍的な知見を獲得した事例は著者等の知る

限り過去には存在しない．本研究で提案する方法論も

含め，劣化過程にマルコフ性を仮定した方法論を実務

へ適用する場合には，モデルの実現象表現精度と簡便

性の双方を考慮し，適切な方法論を選定する必要があ

ることは論を待たない．その際にはマルコフ性の妥当

性の検証も当然のことながら必要となるが，本研究の

範疇を超えると判断しここでは今後の課題とする．た

だし，時間依存型のハザードモデルや非斉次な確率過

程モデルを用いた場合においても，4.(1)b)の式 (18)

に相当する各時点での損傷状態（健全度）の生起確率

が求まれば，本研究で提案する方法論を用いることが

できる．

4. 集計的劣化過程モデル

(1) モデル化の前提条件

a) RC床版の構成とハザード率

いま，S個のスパンを分析対象とする．個々のスパン

s (s = 1, · · · , S)は，Ns個のパネルで構成されている．

個々のパネルにパネル番号 ns (ns = 1, · · · , Ns)を付与

する．ここで，パネルnsの健全度 i (i = 1, · · · , I−1)の

劣化速度を示すハザード関数 λi,ns は，時間的に一定で

はあるが，パネル ns，あるいは，スパン sが有する構造

条件や環境条件などの可観測要因により変化すると考え

る．個々の要素が，スパン sの全てのパネルで共通の値

を取るような特性変数ベクトルをxsとする．特性変数ベ

クトル xs = (xs,1, · · · , xs,L)の要素 xs,l (l = 1, · · · , L)
は，スパン sの l番目の特性変数を表す．一方，個々の

パネルに関して，特性変数ベクトル xsで表現し切れな

いようなパネルごとに異なる値を取る特性変数ベクト

ル ys,ns
を設定する．ただし，本研究で設定したパネ

ル単位の特性変数ベクトル ys,ns
の個々の要素は，離散

的なダミー変数のみで表現されるカテゴリカルな変数

（名義尺度によって分類される変数）である．ys,ns
が

D種類の特性により一意に定まると考える．個々の特

性 d (d = 1, · · · , D)に対し，2種類のパネルグループ

をΦd,0，Φd,1と定義する．このとき，パネル単位の特

性変数ベクトル ys,ns
は D 個の要素を持ち，d番目の

要素 ys,ns,d (d = 1, · · · , D)を

ys,ns,d =

{
1 ns ∈ Φd,1

0 ns ∈ Φd,0

(14)

と定義する．ただし，{ns : ns = 1, · · · , Ns}を全体集
合としてΦd,0∩Φd,1 = øが全てのスパン sで成立する．

ここで，パネルごとの劣化特性を表現する可観測カテ

ゴリ c (c = 1, · · · , C)（以下，パネルカテゴリ）を ys,ns

を用いて定義する．パネルカテゴリ cに含まれるパネル

集合を Ωc (c = 1, · · · , C)とする．このとき，C = 2D
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が成立し，

c = 1 +

D∑
d=1

2d−1ys,ns,d (15)

と個々のパネルにおいて，ys,ns
を所与として，パネル

ns の属するパネル集合 Ωc が一意に定まる．以上の特

性変数ベクトルを用いて，パネル ns の健全度 i (i =

1, · · · , I − 1)のハザード関数 λi,s,ns を，

λi,s,ns = η(xs,ys,ns
,θ) (16)

と表現する．ここに，θはパラメータベクトルである．

b) パネルカテゴリと状態推移確率の特定化

RC床版の集計的劣化過程を表現するために，カレン

ダー時刻 s0 を初期時点とする離散的時間軸

τh+1 = τh + z (h = 0, 1, 2, · · · ) (17)

を定義する．ただし，τ0 = 0である．この離散的時間

軸上の点を時点と呼び，カレンダー時刻と区別する．z

は点検間隔である．以下では，離散的時間軸上の時点単

位で補修を実施するか否かの意思決定問題を取り扱う．

いま，ある時点 τh におけるスパン sのパネル ns に着

目する．時点 τh のパネル ns の状態を，1）時点 τh に

おけるパネル nsの健全度 g(τh) = ih，2）式 (15)で与

えられるパネルカテゴリ c，により特定化する．以下で

は，離散的時間軸上でのパネルカテゴリ cのパネルの

健全度 iの推移確率を定式化する．時点 τhにパネル ns

に関して健全度 g(τh) = ih が観測されたという条件の

下で，時点 τh+1 = τh + z に状態 g(τh+1) = ih+1 が生

起する状態推移確率 π′
ihih+1

(z : s, c)は，マルコフ推移

確率 πihih+1
(z : λs,ns)を用いて，

Prob[g(τh+1) = ih+1|g(τh) = ih : s, c]

= π′
ihih+1

(z : s, c)

= πihih+1
(z : λs,ns) (18)

と表現できる．ただし，λs,ns = (λ1,s,ns , · · · , λI−1,s,ns)

である．また，状態推移確率は，zに依存しその値が変

化する関数であるが，それと同時にスパン sやパネル

カテゴリ cに関する情報も用いて定義される．このよ

うに，関数において着目する変数（式（18）では z）を

明示的に示すために，記号「:」を用いている．さらに，

マルコフ推移確率 πihih+1
(z : λs,ns)を ih 行 ih+1 列要

素とするマルコフ推移確率行列をΠ(z : λs,ns)とする．

(2) 集計的劣化過程モデル

時点 τhにおいて，スパン sで健全度 iのパネルカテ

ゴリ cに属するパネル数の期待値（以下，期待パネル

数）を νs,c,i(τh)と表す．νs,c,i(τh)を要素とする期待パ

ネル数ベクトル νs,c(τh) = (νs,c,1(τh), · · · , νs,c,I(τh))
を設定する．さらに，スパン s 内の全ての期待パネ

ル数の内訳を表す期待パネル数ベクトルを νs(τh) =

(νs,1(τh), · · ·，νs,C(τh)) と表現する．νs,c(τh) を時点

τh におけるスパン s，パネルカテゴリ cのカテゴリ別

健全度パターン，νs(τh) を時点 τh におけるスパン s

の健全度パターンと呼ぶ．このとき，時点 τh に健全

度 iのパネルがスパン s内のパネルカテゴリ c内に占

める割合を示す期待相対頻度ベクトルを ψs,c(τh) =

(ψs,c,1(τh), · · · , ψs,c,I(τh)) とする．期待相対頻度ベク

トルの要素は ψs,c,i(τh) = νs,c,i(τh)/ῑs,c と表現できる．

なお，ῑs,cは，スパン sにおいてパネルカテゴリ cに属

するパネル総数であり，ῑs,c =
∑I

i=1 νs,c,i(τh)が任意の

τhで成立する．時点 τhに期待パネル数ベクトル νs(τh)

が獲得された場合の，時点 τh+1 = τh+z (z > 0)でのス

パン sの劣化状態を記述する．ただし，期間 [τh, τh+1)

でスパン sのいずれのパネルに対しても補修は施され

ないと考える．期待パネル数ベクトル νs(τh) と状態

推移確率 (18) を用いて，時点 τh+1 における健全度 i

のパネルカテゴリ cのパネル数 νs,c,i(τh+1)の期待値は

νs,c,i(τh+1) =
∑I

b=1 νs,c,b(τh)π
′
bi(z : s, c)と表現できる．

同様に，時点 τh+1における相対頻度ベクトルの各要素

の期待値も ψs,c,i(τh+1) =
∑I

b=1 ψs,c,b(τh)π
′
bi(z : s, c)

と表現できる．しかし，νs,c,i(τh+1)，ψs,c,i(τh+1) は，

νs(τh)を所与としたときの次の時点 τh+1での状態別期

待パネル数，あるいは，パネル数の期待相対頻度を表現

したものであり，これらの期待値から，時点 τh+1で考え

得る全てのパネル数ベクトルνs(τh+1)のパターン，ある

いは，相対頻度ベクトルψs(τh+1)のパターンそれぞれに

対して，当該パターンの生起確率を求めることは不可能

である．そこで，時点 τh+1でのパネル数ベクトル（健

全度パターン）εs,c,τh+1
= (εs,c,1,τh+1

, · · · , εs,c,I,τh+1
)

を確率変数と捉え，パネル同士の健全度は独立に生起

すると仮定し，その生起確率を多項分布で表現するこ

とを考える．ただし，時点 τh+1での期待パネル数に関

して，νs,c,i(τh+1) = E[εs,c,i,τh+1
]が成り立つ．このと

き，時点 τh+1でのパネルカテゴリ cのパネル数ベクト

ル εs,c,τh+1
は多項分布

fc(εs,c,τh+1
: ψs,c(τh+1))

=
ῑs,c!

εs,c,1,τh+1
!εs,c,2,τh+1

! · · · εs,c,I,τh+1
!

· {ψs,c,1(τh+1)}εs,c,1,τh+1

· · · {ψs,c,I(τh+1)}εs,c,I,τh+1 (19)

に従い生起する．パネルカテゴリ c ごとの多項分布

fc(εs,c,τh+1
: ψs,c(τh+1)) を用いて，時点 τh+1 に

おけるスパン s 全体のパネル数ベクトル εs,τh+1
=

(εs,1,τh+1
, · · · , εs,C,τh+1

) の生起確率を表す多項分布
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f(εs,τh+1
: ψs(τh+1))は，

f(εs,τh+1
: ψs(τh+1)) =

C∏
c=1

fc(εs,c,τh+1
: ψs,c(τh+1))

(20)

と表現することができる．多項分布 f(εs,τh+1
:

ψs(τh+1))を用いることにより，離散的時間軸上の任意

の時点において，スパン s全体の健全度パターン εs,τh+1

の生起確率を求めることができ，スパン sにおけるパ

ネル数のパターンの時間的推移過程を確率過程として

表現することができる．本研究では，この確率過程モ

デルを集計的劣化過程モデルと呼ぶ．

(3) 劣化総合評価のためのリスク管理指標

集計的劣化過程モデルを用いることにより，離散的

時間軸上の任意の時点におけるパネル数ベクトルの生

起確率を求めることができる．本節では，任意の時点

におけるパネル数ベクトルの生起確率を表す多項分布

(20)を用いることにより，パネル単位の点検情報を用

いて，スパン単位の劣化状態を総合評価するためのリ

スク管理指標を定式化する．

いま，スパン単位のリスク事象を，「当該スパン内に

健全度 I ′ 以上のパネルがW 個以上発生すること」と

設定する．健全度 I ′とパネル数W は，リスクとして捉

える RC床版の損傷事象に応じ，力学的メカニズムも

考慮して設定されるべき変数である．例えば，当該ス

パンにおいて，コンクリートの剥離・剥落や押し抜きせ

ん断破壊など局所的な劣化事象をリスクとして捉えた

場合，「剥離・剥落が見られる健全度のパネルが 1つ以

上発生すること」をリスク事象として設定することが

考えられる．一方，特に，合成桁において，健全性が低

下したパネルが複数発生することにより，道路橋自体

の構造的な耐力が失われることをリスクと捉えた場合，

例えば，「健全度 1以外のパネルがスパン内の半数を占

めること」というようなリスク事象を設定すればよい．

以下で，ある時点 τh+1 でのパネル数ベクトルの生

起確率を表す多項分布 (20)を所与としたときに，時点

τh+1 にスパン s内に健全度 I ′ 以上のパネルがW 個以

上発生する確率 p(τh+1, s, I
′,W : ψs(τh+1))を定式化

する．まず，時点 τh+1において，スパン s内に健全度

I ′以上となるパネルカテゴリ cに属するパネル数が wc

となる確率 p′c(τh+1, s, I
′, wc : ψs,c(τh+1))は，

p′c(τh+1, s, I
′, wc : ψs,c(τh+1))

=
∑

wc∈Ξwc

ῑs,c!

wc,1!wc,2! · · ·wc,I !

·{ψs,c,1(τh+1)}wc,1 · · · {ψs,c,I(τh+1)}wc,I

=
ῑs,c!

(ῑs,c − wc)!wc!

·


I′−1∑
i=1

ψs,c,i(τh+1)


ῑs,c−wc {

I∑
i=I′

ψs,c,i(τh+1)

}wc

(21)

となり，多項定理を用いることによって，wcを確率変

数とする二項分布の確率質量関数で表現できる．なお，

Ξwc は，
∑I

i=I′ wc,i = wc ∩
∑I′−1

i=1 wc,i = ῑs,c − wc と

なる全てのベクトルwc = (wc,1, · · · , wc,I)の集合を表

す．このとき，時点 τh+1にスパン s内に健全度 I ′以上

のパネルがW 個以上発生する確率（リスク管理指標）

p(τh+1, s, I
′,W : ψs(τh+1))は，

p(τh+1, s, I
′,W : ψs(τh+1))

=

Ns∑
χ=W

∑
w∈Φχ

C∏
c=1

p′c(τh+1, s, I
′, wc : ψs,c(τh+1))

(22)

と表すことができる．ここに，Φχは，
∑C

c=1 wc = χと

なる全てのベクトルw = (wc, · · · , wc)の集合を表す．

(4) 相対的劣化評価

前節までは，ある時点 τhの健全度の相対頻度を所与

とし，時点 τh+1 = τh+ zでの健全度パターンの相対頻

度の生起確率を複数の多項分布により表現した．一方，

本節では，時点 τhに点検が実施され，スパン sの各パ

ネルの健全度が全て獲得されている場合を考える．この

とき，任意の将来時点 τh+1 = τh + z における図–3に

示したような 2スパンの相対的劣化評価問題を考える．

νs(τh)が観測され確定的に獲得されている場合，健全

度パターンの観測値 ν̄s(τh)に対して，

i∑
a=1

ν̄s,c,a(τh) ≥
i∑

a=1

νs,c,a(τh+1) ∀i ∀c (23)

が成立しなければならない．これを健全度パターンの不

可逆性条件と呼ぶ．不可逆性条件 (23)を満足するため

に，本節では，スパン sのパネルカテゴリ cの健全度 iご

とに多項分布を定義する．いま，時点 τhにおけるスパン

sのパネルカテゴリ cの健全度 ihのパネルのうち，時点

τh+1に健全度 ih+1となるパネル数を νs,c,ih,ih+1
(τh+1)

と表す．さらに，事前健全度別健全度パターン

νs,c,ih(τh+1) = (νs,c,ih,ih(τh+1), · · · , νs,c,ih,I(τh+1))

を定義する．このとき，時点 τh+1 の事前健全度別健

全度パターン νs,c,ih(τh+1) の生起確率は，多項分布

fs,c,ih(νs,c,ih(τh+1) : ν̄s,c(τ1), π
′
ihih+1

(z : s, c))として，

fs,c,ih(νs,c,ih(τh+1) : ν̄s,c(τh),π
′
ihih+1

(z : s, c))
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=
ν̄s,c,ih(τh)!

νs,c,ih,ih(τh+1)! · · · νs,c,ih,I(τh+1)!

· {π′
ihih

(z : s, c)}νs,c,ih,ih
(τh+1) · · ·

· · · {π′
ihI

(z : s, c)}νs,c,ih,I(τh+1)

(24)

と表現できる．ただし，π′
ih
(z : s, c) = (π′

ihih+1
(z : s, c),

· · · , π′
ihI

(z : s, c))である．なお，多項分布 (24)におい

て台（サポート）となる事前健全度別健全度パターンの

集合は，健全度 ih以上の健全度それぞれに対応するパ

ネル数で構成されていることに留意されたい．このこ

とと，マルコフ推移確率が
∑I

i=ih
πihi = 1を常に満た

すことより，
∑i

a=1 ν̄s,c,a(τh) <
∑i

a=1 νs,c,a(τh+1) ∃ih
となる事前健全度別健全度パターンを多項分布 (24)

の台に含まないため，健全度パターンの不可逆性条件

(23)が常に満たされる．多項分布 (24)を用いて，時点

τh+1 でのスパン s 全体の健全度パターン νs(τh+1) =

(νs,1(τh+1), · · · ,νs,C(τh+1))の生起確率は，

f(νs(τh+1) : ν̄s(τh),π
′(z : s))

=
C∏

c=1

∑
νs,c(τh+1)

′

∈Ds,c,τh+1

fs,c,ih(νs,c,ih(τh+1) : ν̄s,c(τh),π
′
ih
(z : s, c))

(25)

となる．ただし，π′(z : s) = (π′
1(z : s, 1),π′

2(z : s, 1),

· · · ,π′
I(z : s, C)) である．また，集合 Ds,c,τh+1

は，

νs,c,ih+1
(τh+1) =

∑I
a=ih

νs,c,a,ih+1
(τ2) ∀ih+1 を満たす

事前健全度別健全度パターンの組み合わせνs,c(τh+1)
′ =

(νs,c,1(τh+1), · · · ,νs,c,I(τh+1))の集合である．ここで，

再び，時点 τh+1 においてスパン s 内に健全度 I ′ 以

上のパネルが W 個以上発生する確率を求めることを

考える．まず，時点 τh に健全度 ih であったスパン s

のカテゴリ c のパネルのうち，wc,ih 個のパネルが健

全度 I ′に時点 τh+1 でなる確率 p′c,ih(τh+1, s, I
′, wc,ih :

ν̄s,c(τ1),π
′
ih
(z : s, c))は，二項分布を用いて，

p′c,ih(τh+1, s, I
′, wc,ih : ν̄s,c(τ1),π

′
ih
(z : s, c))

=
ν̄s,c,ih(τh)!

{ν̄s,c,ih(τh)− wc,ih}!wc,ih !

·


I′−1∑
i=ih

π′
ihi

(z : s, c)


ν̄s,c,ih

(τh)−wc,ih

·

{
I∑

i=I′

π′
ihi

(z : s, c)

}wc,ih

(26)

と表現できる．さらに，スパン s のカテゴリ c のパ

ネル wc 個が時点 τh+1 に健全度 I ′ 以上となる確率

p′c(τh+1, s, I
′, wc : ν̄s,c(τ1),π

′(z : s, c))は，

p′c(τh+1, s, I
′, wc : ν̄s,c(τ1),π

′(z : s, c))

=
∑

uc∈Σuc

I∏
ih=1

p′c,ih(τh+1, s, I
′, wc,ih : ν̄s,c(τ1),π

′
ih
(z : s, c))

(27)

と 表 す こ と が で き る ．こ こ に ，Σuc は ，∑I
ih=1 wc,ih = wc を満たす wc,ih の組み合わせ

uc = (wc,1, · · · , wc,ih , · · · , wc,I) の集合である．こ

のとき，時点 τh+1 にスパン s 内に健全度 I ′ 以上の

パネルが W 個以上発生する確率（リスク管理指標）

p(τh+1, s, I
′,W : ν̄s(τh),π

′(z : s))は，

p(τh+1, s, I
′,W : ν̄s(τh),π

′(z : s))

=

Ns∑
χ=W

∑
w∈Φχ

C∏
c=1

p′c(τh+1, s, I
′, wc : ν̄s,c(τ1),π

′(z : s, c))

(28)

と表すことができる．ここに，集合Φχは，
∑C

c=1 wc = χ

となる全てのベクトルw = (w1, · · · , wc)を表す．

5. モデル推定

(1) 実証分析の概要

本研究で提案する方法論を NEXCO 3社が管理する

橋梁の点検データに適用する．対象橋梁は東北，近畿，

中国，九州地方の 16路線内に建設された 94橋である．

それらの諸元を表–3に示す．橋梁形式は，単純桁，複

数スパンの連続桁，複数スパンの連結桁により構成さ

れる 20種類であり，合成桁，非合成桁の双方を含む．

本研究では橋脚間（あるいは橋台間）を分析単位であ

るスパンと定義しているため，連続桁であれば本来の

定義に基づくスパンの数よりも本研究で定義するスパ

ンの数は多くなる．ただし，特性変数として用いる床

版スパン長（m）は前者の一般的なスパン長である．合

成桁橋の床版は非合成桁橋の床版と比較して荷重によ

る負担を大きく受けるために，劣化の進展が早いこと

が経験的に知られている 39)．これらの橋梁は 4種類の

道路橋支方書に従って設計されており，設計活荷重は

TL-20と TT43の 2種類が存在する．また，対象とす

る RC床版は 1963年から 1989年の間に供用が開始さ

れ，1986年から 2014年にかけてRC床版パネルごとに

実施された目視点検の結果として 9,801個の点検データ

が電子形式で保存されている．さらに，5,423個の床版

パネルにおいて建設時点に関するデータ（建設データ）

を獲得できたので，建設時点における床版パネルの健

全度を 1と仮定して推定用のサンプルに追加する．ま
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表–3 データ諸元
橋梁数 94橋
橋梁形式 20種類
道路支方書 昭和 39年，47年，48年，55年
供用開始年 1963年～1989年
設計活荷重 TL-20，TT43

点検年 1986年～2014年
点検データ数 9,801

建設データ数 5,423

補修データ数 1,388

パネル総数 5,423

スパン総数 241

サンプルサイズ 13,803

平均点検間隔 12.07年
　 事後健全度
1 2 3 4

1 9,606 1,021 1,006 844
事前 2 296 143 87
健全度 3 263 269

4 268

た，獲得できた補修時点に関するデータ（補修データ）

についても，補修により床版パネルの健全度が 1へと

回復すると仮定し，1,388個の補修データを推定用サン

プルの作成時に付加した．これら全てのデータを用い

てマルコフ劣化ハザードモデルの推定に用いるサンプ

ルを作成すると，5,423パネルに対して 13,803個の健

全度ペアサンプルが獲得された．サンプルの作成にお

いて，健全度が回復している健全度ペアサンプルは予

め除外している．表–3には，健全度ペアごとのサンプ

ルの内訳を示している．また，点検間隔に関して，本

研究では建設データ，補修データを点検データに加えて

サンプルを作成したことに起因し，平均の点検間隔が

12.1年と比較的長くなっている．実際には点検が約 12

年に 1度しか実施されていないのではなく，建設ある

いは補修後の点検データが電子データとして記録され

ていないなどの理由から本研究で利用不可能であった

こと（例えば，建設後に 5年間隔で 3回点検が実施さ

れていても 1回目，2回目の点検データが利用できない

場合には，3回目の点検データを用いて建設時点の健全

度 1と 3回目の点検時の健全度でサンプルペアを作成

し，当該サンプルの点検間隔は 15年となる）に起因し，

作成したサンプルの健全度ペアに対応する期間 z が長

くなっていると考えられる．ここでは，zの平均値を平

均点検間隔と称しており，本実証分析における平均点

検間隔が実際の点検間隔の平均値を表すとは限らない

点に留意して欲しい．

(2) 単一の特性変数を用いたモデル推定

本研究では，表–4 に列挙した 10 項目の特性変数

xfs (f = 1, · · · , 8) または yfs,ns
(f = 9, 10) が考慮可能

であった．同表において，xfs (f = 1, · · · , 4)の 4項目

に関しては連続値として観測される定量的変数であり，

観測値を特性変数として直接利用する．ただし，各項

表–4 特性変数の候補一覧

項目
特性

ダミー変数の設定
変数

最小床版厚（cm） x1
s -

床版スパン長（m） x2
s -

累積軸数（t/年） x3
s -

凍結防止剤累積散布量
x4
s -

（t/km/年）

海砂 x5
s

1 使用
0 不使用

飛来塩分 x6
s

1 あり
0 なし

ASR x7
s

1 発生
0 未発生

構造形式 x8
s

1 合成
0 非合成

コンクリートの
y9
s,ns

1 打継部
一般部か打継部か 0 一般部

車線 y10
s,ns

1 走行車線
0 追越車線

目において観測値の最大値を 1として基準化して用い

る．累積軸数（t/年）に関しては，供用開始時点から

最新点検年までの累積軸数をその経過年数で割り，1年

あたりの平均値を使用している．また，凍結防止剤累

積散布量（t/km/年）に関しては，供用開始時点から最

新点検年までの累積量をその経過年数で割り，さらに

各道路延長で割ることにより，1年間の 1kmあたりの

凍結防止剤累積散布量の平均値を使用している．一方，

残りの 6項目の x5s, · · · , x8s および y9s,ns
, y10s,ns

に関して

は，各項目において離散的カテゴリに分割される定性

的変数である．定性的変数については，表–4に示すよ

うにダミー変数を設定している．また，特性変数とし

て橋梁形式も考えることができたが，サンプルの大部

分が連続桁であり，単純桁と連結桁のデータが十分で

はないと判断し，特性変数として設定していない．

λfi,s,ns
=

{
exp(αf

i,0 + xfsα
f
i,1) f = 1, · · · , 8

exp(βf
i,0 + yfs,ns

βf
i,1) f = 9, 10

(29)

とする 10種類のマルコフ劣化ハザードモデルを定義し，

式 (16) の η(·, ·, ·) を特定化する．ここに，αf
i,0，α

f
i,1，

βf
i,0，β

f
i,1 はパラメータであり，α

f
i,0，および βf

i,0 は定

数項を表す．このとき，個々のマルコフ劣化ハザード

モデル f (f = 1, · · · , 10)の尤度関数は，パラメータベ
クトル θf，観測データ集合 Ī を用いて，

Lf (θ
f , Ī)

=

S∏
s=1

Ns∏
ns=1

Bns∏
bns=1

πī1,s,ns,bns
ī2,s,ns,bns

(z̄s,ns,bns
: λf

s,ns
)

(30)

と表現できる．ただし，f = 1, · · · , 8 のとき θf =

(αf
i,0, α

f
i,1)であり，f = 9, 10のとき θf = (βf

i,0, β
f
i,1)で
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ある．さらに，パネルnsに関してBns個の健全度ペアサ

ンプルが獲得されており，̄i1,s,ns,bns
(bns = 1, · · · , Bns)

は事前健全度，ī2,s,ns,bns
は事後健全度，z̄s,ns,bns

は点

検間隔を表す．個々のマルコフ劣化ハザードモデルを

最尤法により推定する．最尤法では対数尤度関数を最

大化するようなパラメータの推定値

θ̂f = arg max
θf

{lnLf (θ
f , Ī)} (31)

を求める最適化問題を逐次反復法により解く．なお，マ

ルコフ劣化ハザードモデルの推定方法の詳細は参考文

献 13)を参照されたい．本実証分析では，ニュートン・

ラフソン法（反復計算における収束の基準を収束誤差

が 10−6未満と設定）によりモデル推定を行ったが，パ

ラメータの初期値を極端な値に設定しない限り，個々の

モデルの推定において，安定的に解を求めることがで

きた点を付記しておく．また，本実証分析では，13,803

サンプルが利用可能であり，既往研究 13)で言及されて

いる，マルコフ劣化ハザードモデルの推定精度を確保

するためには 2,000個程度のサンプルを蓄積する必要

がある，という条件を十分に満足しているため，モデ

ル推定精度も確保できていると判断する．

それぞれの特性変数に対して定義した 10種類のマル

コフ劣化ハザードモデルを推定する．このとき，特性

変数の説明力に関する t-値や推定結果の符号条件を勘

案し，採用すべき特性変数を選定した．この結果，本

研究では ASR，累積軸数，飛来塩分，構造形式に関し

ては特性変数から除外することとした．ASRの特性変

数項は全てのパラメータにおいて t-値の絶対値が 1.96

を下回っており，本事例においてはASRは床版パネル

の劣化過程に影響を及ぼすとはいえないという結果に

なった．また，累積軸数に関して，一般的に累積軸数が

大きいほど床版の寿命が短くなることが予想されるが，

パラメータの推定値が全て負の値となっており，累積

軸数が大きくなるほど，床版の寿命が短くなるという

一般的な常識と寿命の長短が逆転してしまうことから，

符号条件に基づいて除外することとした．同様に，飛

来塩分についても，飛来塩分がない場合の寿命がある

場合の寿命より短くなり寿命の長短が想定されうる劣

化事象と整合的でない．構造形式においても，非合成

桁の寿命が合成桁の寿命より短くなり寿命の長短が逆

転していることから特性変数の候補から除外した．

続いて，ASR，累積軸数，飛来塩分，構造形式を除い

た 6種類の特性変数が床版パネルの劣化過程に及ぼす

影響の大きさを相対評価するために，推定した各マルコ

フ劣化ハザードモデルの赤池情報量基準（AIC）41),42)

を比較する．マルコフ劣化ハザードモデル f の赤池情

報量基準 ÂICf は次式で定義される．

ÂICf = −2 ln(Lf (θ̂
f , Ī)) + 2kf (32)

表–5 各モデルの ÂICf

f 項目 ÂICf

4
凍結防止剤累積散布量

19,826
（t/km/年）

9
コンクリートの

19,995
一般部か打継部

1 最小床版厚 (cm) 20,239

10 車線 20,274

5 海砂 20,287

2 床版スパン長 (m) 20,321

定数項のみ 20,399

図–6 一般部と打継部のパネルの劣化過程の差異

ÂICf はパラメータの推定値 θ̂
f を用いて定義される対

数尤度 ln(Lf (θ̂f , Ī))と未知パラメータの数 kf で決定

され，ÂICf が小さくなるほど，観測データとモデル

の当てはまり具合，未知パラメータの種類数の観点か

ら適したモデルであると本研究では判断する．

表–5に 6種類全てのマルコフ劣化ハザードモデルの

ÂICf を昇順に示す．同表より，6種類の特性変数の中

で凍結防止剤累積散布量を特性変数として採用したモ

デルが，床版の劣化過程を表現するのに最も適したモ

デルであると判断できる．さらに，推定結果と式 (13)

を用いて期待劣化パスを導出できる．例として，「コン

クリートの一般部か打継部」の違いによる期待寿命の

差異を図–6に示す．一般部のパネルは健全度 4に達す

るまでに 77.9年，打継部に関しては 42.7年と期待寿命

が 35.2年異なる結果が得られた．「コンクリートの一般

部か打継部」といった情報は同一スパン内でもパネル

単位で異なり，従来のスパン単位の劣化予測では，スパ

ン内での打継部のパネル数の割合などを用いた間接的

な考慮しかできなかった．このような観点からも，本

研究で提案する方法論を用いて，パネル単位で異なる

情報を特性変数として直接的に考慮することの必要性

が確認できる．
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表–6 特性変数間の相関係数
x∗1 x∗2 x∗4 x∗5 y∗9 y∗10

x∗1 1

x∗2 0.03 1

x∗4 0.01 −0.11 1

x∗5 0.03 0.00 0.00

y∗9 0.01 0.01 0.01 −0.01 1

y∗10 0.00 0.00 0.15 0.24 0.16 1

(3) 複数の特性変数を用いたモデル推定

次に，複数種類の特性変数を考慮したマルコフ劣化

ハザードモデルの推定を行う．スパン s (s =, 1, · · · , S)
のパネル ns (ns = 1, · · · , Ns)の健全度 i (i = 1, · · · , 3)
のハザード率 λi,s,ns を，

λi,s,ns = exp{γi + (δx ◦ xs)α
′
i + (δy ◦ ys,ns

)β′
i}

(33)

と定義する．ただし，γiは定数項であり，5.(2)b)の結果

を考慮して xs = (x1s, x
2
s, x

4
s, x

5
s)，ys,ns

= (y9s,ns
, y10s,ns

)

と 6種類の特性変数を考慮する．αi = (α1
i , α

2
i , α

4
i , α

5
i )，

βi = (β9
i , β

10
i ) はパラメータベクトルである．δx =

(δ1x, δ
2
x, δ

4
x, δ

5
x)，δy = (δ9y, δ

10
y )は，それぞれの特性変数

を考慮するか否かを示す指示変数であり，

δfxx =

{
1 変数 fxを考慮する

0 変数 fxを考慮しない
(34a)

δfyy =

{
1 変数 fyを考慮する

0 変数 fyを考慮しない
(34b)

(fx = 1, 2, 4, 5; fy = 9, 10)

が成り立つ．なお，記号「◦」はベクトルの要素ご
との積（アダマール積）を表し，記号「 ′」は転

置操作を表す．はじめに，特性変数同士の相関を

考慮する．表–6 に 6 種類の特性変数間の相関係

数を示した．このとき，サンプルサイズと等しく

13,803 個の要素を持つ特性変数ベクトル x∗f1 =

(xf11,1, · · · , x
f1
1,N1

, xf12,1, · · · , x
f1
S,NS

) (f1 = 1, 2, 4, 5)，あ

るいは，y∗f2 = (yf21,1, · · · , y
f2
1,N1

, yf22,1, · · · , y
f2
S,NS

) (f2 =

9, 10)を用いて相関係数を算出した．ただし，xf1s,ns
=

xf1s ∀ns, sである．連続値同士の項目はピアソンの積立

相関係数 43)，ダミー変数を設定した項目と連続値を用

いた項目は相関比 44)，ダミー変数同士はクラメールの

連関係数 45) を用いて相関関係の大小を考慮している．

相関性の高い特性変数ペアを同一のモデルに含めた場

合，パラメータ同士が識別性条件を満足せず重共線性

が問題となる．本実証分析では，候補となる特性変数

の組み合わせは変数 (34)の組み合わせとなる 26 通り

あり，その中から AICが最小となる組み合わせを特性

変数間の相関性も考慮し選定する．その具体的な手順

を以下で説明する．表–6に示す特性変数間の相関性を

考慮した場合，「車線（f=10）」と，「凍結防止剤累積散

布量（f=4）」，「海砂（f=5）」，「コンクリートの一般

表–7 複数の特性変数を用いたモデルの未知パラメータ推定
結果（ÂIC = 19, 403）

健全度 定数項
凍結防止剤

海砂
コンクリートの

累積散布量 一般部か
(t/km/年) 打継部か

i γ̂i α̂4
i α̂5

i β̂9
i

1 −4.35 0.97 − 0.72
(t-値) (−132.14) (16.33) (−) (18.59)

2 −2.68 1.02 0.25 0.44
(t-値) (−45.42) (8.59) (3.51) (6.86)

3 −2.87 0.80 − 0.38
(t-値) (−32.7) (5.90) (−) (5.17)

部か打継部（f=9）」との相関係数が，他の特性変数同

士の相関係数と比較して，高い値を取っている．同様

に，「凍結防止剤累積散布量（f=4）」と「床版スパン長

（f=2）」の相関係数も比較的高い値を取っている．そ

のため上記の組合せを特性変数として採用することは

望ましくない．以上の特性変数間の相関関係と，表–5

の各モデルの最適性を考慮した上で，AICが最小とな

る特性変数の組み合わせ「コンクリートの一般部か打

継部」，「凍結防止剤累積散布量 (t/km/年)」，「海砂」を

最適モデルとして選定した．なお，当該モデルが，上

述の相関性が見られる特性変数ペアを同一モデルに含

まないような特性変数の組み合わせを持つ全てのモデ

ルの中で最小の AICを持つことは，それらのモデルを

全て推定し確認している．本研究での最適モデルの推

定結果を表–7に示す．このように，床版パネルの劣化

には環境条件・構造条件等の様々な要因が複雑に関係

している．一方で，この結果から直接的に，当該スパ

ン内にそれぞれの健全度のパネルがいくつ存在するか

という情報を獲得することはできない．そこで本研究

では，表–7に示す本実証分析での最適モデルと集計的

劣化過程モデルを用いて，スパン内の各健全度のパネ

ル数を定量化する．

6. RC床版の劣化総合評価

(1) 劣化総合評価の事例

5.で推定されたモデルのマルコフ推移確率を集計的

劣化過程モデルに用いて，図–3で説明したようなスパ

ンの相対評価問題に取り組む．いま，時点 τhにおいて，

点検によりスパン内の全てのパネルの健全度が獲得さ

れており，15年後（時点 τh+1）に更新を実施するか否

かの意思決定問題を考える．図–7に，獲得された点検

情報におけるスパン内の健全度パターンごとに τh+1に

おけるスパン判定 IVが生起する確率（リスク管理指標）

p(τh+1, s, 4, 4 : ν̄s(τh),π
′(z : s))

= 1−
C∏

c=1

3∏
ih=1

{
3∑

b=1

π′
ihb

(z : s, c)

}ν̄s,c,ih
(τh)

(35)
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図–7 健全度パターンごとのリスク管理指標

を示す．同図において，対象とするスパンはNs = 12個

のパネルで構成されているとする．本研究では，このよ

うに全パネルのうち 4パネル（W = 4）がスパン判定 IV

（I ′ = 4）に到達することをリスク事象と設定する．同

図の個々のセルの位置が現在の健全度パターンを示す．

例えば，横軸の健全度 2のパネル数が 0，縦軸の健全度

3のパネル数が 3のスパン（以下，パターンA）に着目

すると，パターン Aはリスク管理指標 p(τh+1, s, 4, 4 :

ν̄s(τh),π
′(z : s))が 0.15となる．これは，スパン内の

12パネルのうち，健全度 1が ν̄s,1,1 = 9パネル,健全度

2が ν̄s,1,2 = 0パネル，健全度 3が ν̄s,1,3 = 3パネルで

あった場合，15年後にパターンA にリスク事象「健全

度 4に到達するパネルが 4枚以上（スパン判定が IVに

なること）」が生起する確率が 0.15であることを意味し

ている．なお，同図では，パネルの特性として 12パネ

ルのうち，8パネルが一般部，4パネルが打継部であり，

現時点では打継部から劣化が進展している場合を想定

している．また，スパンの特性としては海砂，凍結防止

剤は使用していない場合を想定している．一方，健全

度 1が 6パネル，健全度 2が 6パネル，健全度 3が 0パ

ネル（以下，パターンB）では 15年後にスパン判定 IV

になる確率（リスク管理指標）が 0.12となり，15年後

のリスクという観点ではパターン Aの方が更新優先順

位が高い，という知見を獲得することができる．同図に

は現行のスパン判定基準を用いた際の評価を背景色に

より示しているが，スパン判定を用いるとパターン B

（スパン判定 III）の方がパターン A（スパン判定 I）よ

りも優先順位が高いと評価されている．これは，スパ

ンの損傷度を単純に健全度 2以上のパネル数により判

定し，パターンAとパターン Bの損傷状態の相違を区

別できていないためである．設定したリスク事象「健

全度 4以上のパネルが 4個以上発生すること」を用い

て損傷状態を区別すると，パターン Aの損傷数は健全

度 3が 3パネルであることから局所的な損傷であるの

に対して，パターン Bの損傷数は健全度 2が 6パネル

と全域的な損傷であることがわかる．提案したリスク

図–8 リスク管理指標の時間的推移

管理指標を用いて損傷状態を評価することにより，現

行のスパン判定基準では捉えることが困難である局所

的，全域的といった損傷状態を区別し，将来時点の更

新の意思決定問題を考える際に優先順位を明示的に評

価することができる．

さらに，図–8に，パターンA，パターン Bのリスク

管理指標の時間的推移を示す．この図からは，リスク管

理指標の増加率や，リスク管理指標値の大小関係の分岐

点を読み取ることができる．図–8において，15年後時

点（時点 τh+1）まではパターンAのリスク管理指標値

が大きくなっているが，18年後にはリスク管理指標値

が逆転している．このことから，18年以前ではパター

ン Aのスパンを優先的に更新し，それ以降はパターン

Bのスパンに対して優先的に更新をすることが望まし

い．このようなリスク管理指標の逆転は現時点の損傷

状態や劣化速度に起因していると考えられる．全域的

な損傷は時間の経過とともに急激にリスクが増大する

ため，ある時点を境に局所的な損傷であるパターン A

と全域的に損傷が進んでいるパターン Bの更新優先順

位が逆転していると解釈することができる．

このように，集計的劣化過程モデルを用いることによ

り，図–3で示したようなスパン間の相対的劣化評価問

題を，式 (22)に示す任意の健全度 I ′とパネル数W に

より決定されるリスク事象に着目した総合的なリスク管

理指標に基づき解決することができる．さらに，図–8

に示したように，将来の特定時点ではなく任意時点に

おけるリスク管理指標を算出することにより，計画さ

れている更新タイミングに応じた相対評価や優先順位

付けが可能となる．また，以上の劣化評価の枠組みを

用いることにより，詳細な劣化評価を目指したスパン

判定の細分化など，判定基準を変更する際にも柔軟に

対応することができる．

なお，上記では現行のスパン判定に基づき，I ′，W

を設定したが，当然のことながら，それ以外の任意の

I ′，W の組み合わせに対して，リスク管理指標を算出
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図–9 各スパンのリスク管理指標（2030年度末）

することが可能である．本研究で提案する方法論を用

いることにより，単一種類のスパン判定基準ではなく，

複数種類のスパン判定基準（例えば，大規模更新を想

定したスパン判定基準と，RC床版の剥離・剥落などの

局所的な損傷に着目したスパン判定基準）に対応した

複数種類のリスク管理指標を算出することが可能とな

り，RC床版の多様な劣化事象に柔軟に対応することが

可能となる．

(2) 実橋梁群を対象とした相対的リスク評価

a) 更新優先順位の逆転可能性

2.では，現行のスパン判定を用いた場合の更新優先

順位の逆転に言及した．以下では，本実証分析で対象

とした全スパンに対して，将来時点での更新優先順位

の相対評価を行い，実在のスパン群において更新優先

順位の逆転がどの程度発生するのかを明らかにした上

で，本研究の有用性を議論する．なお，ここでは，個々

のスパンにおいてスパン判定が IVに到達すると大規模

更新（ここでは，スパン内のパネルの取替えとする）が

必要となる，と考える．その上で，全てのスパンにお

いていずれ必要となる大規模更新を，どのスパンから

実施すれば，RC床版の劣化に起因したリスクを最小限

に抑えられるかという点に着目する．当然のことなが

ら，RC床版のマネジメントにおいて，個々の床版に対

する軽微な補修や延命措置といった多様なオプション

が考えられるが，それらを網羅的に考慮した最適化モ

デルによる更新計画の立案は，本研究の範疇を超える

として今後の課題とする．

表–3に示した通り，本研究では分析対象として 241ス

パンの点検データを採用した．それぞれのスパンの最新

の点検情報を用いて算出した2030年度末のスパン sのリ

スク管理指標 p∗s = p(τs1 , s, 4, ⌈0.3Ns⌉ : ν̄s(τ
s
0 ),π

′(z∗s :

s)) の分布を図–9 に示す． ただし，τ s0 = 0 はスパン

s において最新の点検が実施されたカレンダー時刻に

相当する時点とし，τ s1 は τs0 = 0を起点とする時間軸

図–10 実スパンの相対的リスク評価（パネル枚数×パネル
健全度パターン×海砂×凍結防止剤（t/km/年）×打
継部（枚））

図–11 現在のスパン判定のみに基づく更新グループ分類 1)

上でカレンダー時刻が 2030年に相当する時点であり，

z∗s = τ s1−τ s0 が成り立つ．⌈ξ⌉は ξ以上の最小の整数を表

す天井関数である．なお，既にスパン判定が IV以上の

47スパンは 2030年度末までに大規模更新が実施されて

いるものとし，残りの 194スパンに対してリスク評価を

実施した結果を示している．同図では，現在のスパン判

定結果ごとに将来時点（2030年度末）でのリスク管理

指標を示している．リスク管理指標が 0 < p∗s ≤ 0.2の範

囲では現在のスパン判定 Iが多くを占め，0.8 < p∗s ≤ 1

ではスパン判定 IIIが多くを占めていることがわかる．

しかしながら，現在のスパン判定が Iであるにも関わ

らず，現在のスパン判定が IIIのスパンよりもリスク管

理指標が高いスパンも存在している．これらのスパン

には，更新優先順位の逆転が起きている可能性がある．

このように，本実証分析では，現在のスパン判定では

なく，現在のスパン内の健全度パターンを考慮した結

果，将来時点における更新優先順位が逆転するスパン

も少なくなく，本研究で提案するような総合的劣化評

価手法の有用性が確認できる．

また，6.(1)で述べたように，特定の時点において優

先順位付けを実施するのみではなく，リスク管理指標

の時間的推移によりリスク管理指標が急増する直前で
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図–12 実橋梁群 RC床版のリスク管理指標の時間的推移

の更新を検討する必要もある．本節においても，対象ス

パンの中から将来時点での大規模更新優先順位が逆転

しているスパンを選定し，それらのリスク管理指標の

時間的推移を議論する．その結果を図–10に示す．同

図において，青線のスパンは現在のスパン判定が I，緑

線のスパンは現在のスパン判定が II，赤線のスパンは

現在のスパン判定が IIIである．この結果から，現在時

点ではスパン判定 IIIのスパンが最も更新の優先順位が

高いが，本実証分析で用いるスパン判定基準において

は，現在の健全度パターンに起因し，劣化の進展が他

の 2スパンと比較して遅いため，十数年後，優先順位

が逆転していることがわかる．このように，スパン判

定が Iのスパンであっても劣化の進展が早いスパンに

関しては，早期に更新を実施するような施策を勘案す

ることが望ましい．

b) リスク管理指標に基づく大規模更新計画案

NEXCO 3社の現行の大規模更新計画 1) では，現在

のスパン判定に基づき，大規模更新の実施時期を 15年

ごとの 3期に分類している．しかし，その実施期間内

での優先順位の細分化（年度単位の優先順位）が今後

の課題とされている 1)．既往研究 31) においても，ス

パン判定データを劣化予測モデルに直接的に用いるこ

とにより，スパン単位の更新優先順位を決定している．

しかし，この手法には，2.に記述したとおり，スパン

の劣化状態を正確に評価しきれていない代表値問題が

存在する．そこで，本研究で提案した方法論を用いて，

代表値問題を解消しつつ，実施時期内でスパン単位の

大規模更新優先順位も決定する大規模更新計画を提案

する．

2.(3)で述べたように NEXCO 3社では管理するス

パンの大規模更新時期を 3期（第 1期：2016年度から

2030年度末までに実施，第 2期：2031年度から 2045

年度末までに実施，第 3期：2046年度以降に実施）に

分類している．本実証分析で対象としたスパンを用い

て，実際に大規模更新時期の分類を行うと，図–11の

ようになる．第 1期内では 47スパン，第 2期内では 90

図–13 現行の計画のグループ数に基づく優先順位（第 1案）

スパン，第 3期内では 104スパンに対して大規模更新

が実施される．このように，現行の計画は現状のスパ

ン判定に基づき策定されている．

一方，以下では，本研究で提案する方法論に基づき

具体的な大規模更新計画案を作成する．本研究で提案

する大規模更新計画でも，現行の計画に基づき，現在

（2016年度）から 15年ごとに，大規模更新の実施時期

を 3期に分類する．本節でも，5.(3)にて定義した「ス

パン判定 IV」が生起する確率をリスク管理指標として

用いる．ただし，同リスク管理指標は本研究で提案す

る方法論を用いた場合，任意に設定することができる．

このリスク管理指標の推移に基づき，大規模更新計画

案を提案する．まず，図–12に，現在スパン判定が IV

以上となっている 47スパンを除く 194スパンのリスク

管理指標の時間的推移を示した．このようなリスク管

理指標の推移に基づき，大規模更新計画案を提案する．

第 1案の大規模更新計画案として，各期の更新スパン

数が図–11に示したスパン数と等しくなるように，本

研究で提案する方法論に基づいた分類を行う．本計画案

では，すでにスパン判定が IV以上の 47スパンは，現行

の計画と同様に，第 1期に分類する．次に，残りの 194

スパンのうち，2045年度末のリスク管理指標が高いス

パンから順に 90スパンを第 2期に，104スパンは第 3
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表–8 第 2期の優先順位（第 1案）
順位 スパン判定 I スパン判定 II スパン判定 III

1～10 - - 10

11～20 1 1 8

21～30 - 2 8

31～40 2 2 6

41～50 2 - 8

51～60 2 1 7

61～70 1 2 7

71～80 4 2 4

81～90 2 2 6

図–14 大規模更新基準に基づく優先順位（第 2案）

期に分類する．その結果を図–13に示す．本計画案に

おいて，現在，スパン判定 Iの 14スパン，スパン判定

IIの 12スパン，スパン判定 IIIの 64スパンが第 2期に

分類され，図–11との比較を通して更新優先順位の逆

転可能性が示唆できる．さらに，第 2期内の 2045年度

末のリスク管理指標に基づく更新優先順位を表–8に示

す．表–8のセル内には，その順位内に該当するスパン

数を示している．例えば，優先順位 11位～20位にスパ

ン判定 Iのスパンの数は 1つある．ここから，優先順位

の上位に必ずしもスパン判定の高いスパンが集中して

いるとは言えないため，同一グループ内でも更新優先

順位の逆転可能性が示唆される．一方で，第 1期，第

2期には分類されないが，2030年度末，2045年度末で

リスク管理指標が 1に近いスパンもそれぞれ存在する．

そのため，現行の計画よりも経済面に余裕がある場合

は，これらのリスク管理指標の高いスパンを第 1期に

分類する，あるいは，第 1期の実施期間を短くするこ

とにより，第 2期の大規模更新実施時期を早くするこ

とが望ましい． そのような状況を想定して，図–14の

ような第 2の大規模更新計画案を提案する．第 2案で

は，リスク管理指標に閾値（以下，大規模更新基準）を

設定し，そのリスク管理指標を超過した場合，そのス

パンは大規模更新実施の対象になると設定する．ただ

し，大規模更新基準も任意に指定でき，その値は大規

模更新のための予算なども勘案し総合的に決定される

ことが望ましいことに留意されたい．ここでは，大規

模更新基準を 0.5と設定する．まず，すでにスパン判定

が IV以上の 47スパンは，第 1期に分類する．同様に，

2030年度末までに大規模更新基準を超過する現在のス

パン判定が Iの 7スパン，IIの 12スパン，IIIの 63ス

パンの計 82スパンも第 1期に分類する．この結果，合

計 129スパンが第 1期に分類される．次に，残りの 112

スパンに対して，2045年度末のリスク管理指標を算出

することにより，第 2期に分類されるスパンを抽出す

る．その結果，現在，スパン判定 Iの 32スパン，スパ

ン判定 IIの 4スパン，スパン判定 IIIの 11スパン，合

計 47スパンが第 2期に分類される．リスク管理指標は

時間経過に対して単調増加であり，このとき，第 2期

のスパンは 2031年度の期首から 2045年度の期末まで

に大規模更新基準を超過する．すなわち，図–12にお

いて，第 2期に属する 47スパンのリスク管理指標曲線

のみが図中の赤色実線部と交わっている．したがって，

この期間内に大規模更新が実施される 47スパンは，例

えば，赤色実線部とリスク管理指標の交点に相当する

経過年数の昇順に第 2期内で大規模更新を実施するな

ど，同一グループ内での大規模更新優先順位の細分化

も可能となる．次に，2045年度末に大規模更新基準を

超過していない 65スパンは，現在，全てスパン判定 I

である．この結果からも，第 1の大規模更新計画案と

同様に，現行のスパン判定を用いた場合との更新優先

順位の逆転可能性が示唆される．

このように，本研究で提案する方法論は，実際の大

規模更新計画立案に直接的に有用となる．なお，上記

では，スパン群を 3期の大規模更新計画に分類するこ

とを前提条件としたが，本研究で提案する方法論を用

いることにより，任意の期首，期末を持つ任意の数の

グループにスパン群を分類することが可能となり，よ

り詳細な大規模更新計画の立案が可能となる．

7. おわりに

本研究では，RC床版の維持管理において，その点検

単位と補修単位の乖離を解消するための集計的劣化総

合評価手法を開発した．具体的には，点検単位で推定

されたマルコフ推移確率を用いて，任意の時点におけ

るある補修単位内の点検単位の健全度パターンの生起

確率を，多項分布を用いて表現するための方法論を開

発した．さらに，健全度パターンの生起確率を用いて，

複数の補修単位間の補修の優先順位を決定するための

相対評価手法を提案した．また，開発した方法論の有

用性を示すため，高速道路の RC床版を用いた実証分

析を実施した．実証分析では，本研究で提案する方法

論を用いることにより，1)「コンクリートの一般部か

打継部か」といったパネルの特性変数を明示的に考慮
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し，2）将来時点のリスクという観点でスパンの補修優

先順位を決定することができることを示した．本研究

の有用性は，大規模更新基準および考慮する将来時点

を，リスク管理水準および現時点からの経過時間を用

いて，それぞれ離散的な状態空間を持つ変数ではなく，

連続変数として議論できる点にあり，それによって，今

後期待され得る大規模更新優先順位の細分化，大規模

更新時期のグループ分けの細分化を通じた詳細な維持

管理計画の策定に対して本研究で提案する方法論が直

接的に利用可能となる．

一方，本研究に関連し今後に残された課題を以下に

列挙する．第 1に，集計的劣化過程モデルの適用事例

を増やす必要がある．集計的劣化過程モデルは，本研

究の実証分析で対象とした RC床版以外にも適用可能

であると考える．例えば道路舗装において，リスク事

象を「複数の点検単位区間で構成されたある道路区間

内に健全度 I の単位区間が 1つ以上存在すること」と

設定した場合，ポットホールのような局所的損傷に対

する道路巡回強化に関する意思決定を支援できる．第 2

に，隣接する点検単位の相関関係を考慮する必要があ

る．本研究の実証分析では，個々のパネルの劣化過程

を独立に扱っていたが，例えばハザード関数に空間的

相関項を追加したり，ハザード関数間の相関関係を同

時分布として考慮するための方法論を開発することが

望ましい．第 3に，本研究の実証分析では，個々のス

パンの更新時期・優先順位を独立に決定していたが，実

際には複数の連続したスパンを同時に更新する場合も

少なくない．より精緻に更新施策や更新優先順位の決

定過程を表現するためには，このような地理的連続性

を考慮した，動学的更新施策最適化モデルを開発する

ことが望ましい．最後に，集計的劣化過程モデルによ

り将来時点でスパン判定 IVに到達するリスク発生の生

起確率のもと，優先順位付けを実施したが，本研究で

取り上げた実証分析は，大規模更新計画の特性上，優

先順位付けはあくまでリスクという観点のみから検討

し，費用は考慮していない．劣化状態に応じて複数種

類の補修オプションを加味することのできる補修事業

を対象とした場合，費用面とリスク面とのトレードオ

フ関係を考慮した上で，補修の優先順位を決定する必

要がある．その際には，本研究で提案した方法論にお

ける複数種類のリスク事象が同時に考慮できるという

利点を活かし，補修施策の最適化のための方法論を開

発することが必要となる．

本研究の一部は，科学技術振興機構 SIP「道路イン

フラマネジメントサイクルの展開と国内外への実装を

目指した統括的研究（研究代表・前川宏一）」により実

施された．ここに記して感謝の意を表する．
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